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社会問題研究所の創設をめぐって」『大原社会問題研究所雑誌』623・624，2010 年 9 月，12-20 頁に示唆を受けた。
本稿は，二村の提供した創立期のイメージを百年史編纂に活かす試みである。


















　実際，『三十年史』巻末の「大原社会問題研究所年表」において，1918 年 7 月 5 日に「富山県下
に米騒動起り，これにより岡山，兵庫，大阪，京都，東京等全国各地に暴動波及し，軍隊の出動に









　『三十年史』は「二　創立当初〔一九一九年―一九二二年〕」において，1920 年 5 月 8 日に「日本
労働年鑑が大原社会問題研究所出版部（東京都京橋区三十間堀）より発行された」と記し，あわせ
（5）　大島清著，大内兵衛・森戸辰男・久留間鮫造監修『高野岩三郎伝』岩波書店，1967 年，217 頁。さらに創立 50
周年記念講演会では，この物語が見てきたように語られ，もはや史実との区別もない（大島清「社会運動の半世紀
と大原研究所」法政大学大原社会問題研究所『資料室報』特別号 153，1969 年 8 月）。


















　1919（大正 8）年 1 月～ 12 月に起こった出来事を記録した「大正九年版」以来，戦時期の中断







　よく知られているとおり，1919 年 10 月 8 日に国際労働会議代表問題で高野が提出した辞表が東
京帝国大学経済学部教授会で受理され，翌 1920 年 1 月に森戸事件が起こり，多くの人材が東京帝
大から大原社会問題研究所に移ることになる。東大を辞職した高野が研究所の所長に就任したの
が，この年の 3 月である。とはいえ，1923 年春まで高野は東大で講師を務めており，1923 年 3 月
に関西に転居するまで，東京と大阪を往復しながらの所長就任であった。








































た久留間はしかし，1919 年 4 月から統計協会（京橋区山城 6 番地）の一室を研究所東京事務所と
し，ここで消費組合実態調査を始めたのであり，大阪の会議には出席していない（15）。また，1920 年
10 月から 1922 年 8 月にかけては，櫛田民蔵と共に文献収集の任を受けて渡欧していた。実はこの




（13）　前掲『大原社会問題研究所三十年史』65 頁。なお，事務員として庶務会計に主任鷹津ほか 5 人，図書に主任











































（21）　権田保之助「櫛田君の思ひ出」『改造』1934 年 12 月号，328-334 頁。
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伴い，1919 年 9 月より東京帝国大学経済学部講師を兼任するが，同年 10 月に経済学部助手となる。
この時，権田のほか櫛田民蔵，細川嘉六も助手に名を連ねていた。1920 年 10 月に大原社会問題研











　1920 年 11 月から 22 年にかけて実施された調査を経て執筆された報告書が寄贈資料に含まれて
いる（24）。実際の調査は，一桝貴美子を助手に嘱託して実施されたから，先述の「権田研究嘱託の指
導で行われた」というのは正しい。しかしながら，権田は 1920 年 11 月，倉敷に現地調査に訪れて
いるし，報告書は権田保之助の名で執筆されており，権田自身がこの調査の実施者であったことは
間違いないだろう。報告書は，第 1 章「工手一般状況」，第 2 章「被調査工手一般状況併て其の前

















































号，1982 年 11 月，100 頁。













であった。この調査結果は，「娯楽地『浅草』の研究」『大原社会問題研究所雑誌』1930 年 3 月と
して一部発表された。そのはしがきには，「実は私の本調査研究は，今日より満八年前の事実に
拠ったものである。即ち大正十年の春より初夏にかけての『浅草』の状態なのである。」との但し
書きがある。この間，調査結果が公表されなかった要因の一つは，1923（大正 12）年 9 月 1 日の
関東大震災の影響がある。浅草が震災で一変してしまっただけでなく，権田は大震災に関する資料
収集を行い，帝都復興について多くの発言をしている。その後，1924 年 9 月から 1 年間，大原の
在外研究員として渡欧し，帰国後の調査研究は主に文部省の嘱託として実施されるようになったか
ら，浅草調査はなかなか公表されなかった。
　寄贈資料には，1921 年 3 月から 7 月にかけて権田自身が記した「日誌」がある（巻頭ⅱ頁写真













（32）　後藤貞治は 1896 年 1 月 3 日，山形県東置賜郡高畠町のつくり酒屋・弁天で生まれ，1921 年に大原社会問題研
究所に入所したという。詳しくは，二村一夫「70 年こぼれ話 5　後藤貞治のこと」『大原社会問題研究所雑誌』
366，1989 年 4 月，76 頁参照（WEB 版で一部修正）。また，宇野によるこの調査の回想については，二村一夫「70
年こぼれ話 9　宇野弘蔵と浅草調査」『大原社会問題研究所雑誌』376，1990 年 3 月，75 頁。
（33）　大城亜水「大林宗嗣と権田保之助―近代日本娯楽論をめぐって」『経済学雑誌』115-2，51-71 頁は，前掲









枚の注文を行っている。この日，大学の研究室から同人社 2 階の 10 畳間へ移転した権田は，これ
をもって，研究所は今までの東京統計協会の 2 階からここに移転したと記した。
　4 月 25 日，夜行で大阪へ向かった権田は，翌 26 日，山名義鶴，丸岡重堯と一緒に府庁の警察部
を訪ね，大阪「道頓堀千日前」調査の材料提供を依頼し，27 日には調査に対する快諾を得た。ま






し，5 月 1 日早朝の列車で東京に戻って大阪視察を終えた。



























　『三十年史』によると，1921 年 6 月 17 日，研究所がその機関雑誌をもって研究調査の成果を公
開する計画が決定され，大体年 4 回，「社会問題」という題名で刊行することまで内定したという（35）。
権田は翌 18 日に「細川，山名の二君と共に研究所の雑誌のプラーンを立てた」と記している（36）。




　6 月 29 日，東京で所員会議を行い，高野所長と権田，北沢，宇野，大島，雲辺，一桝で機関雑













させた研究所では 1921 年 2 月に調査室を設け，東京で権田の助手を務めていた後藤貞二が後に主
任となって組合資料の収集を精力的に行った（39）。このように見ると，「月島調査」以来の実地調査
グループが大原社会問題研究所の活動を支えていたことが分かる。
　もっとも，権田は 1927 年 2 月に文部省より教育映画調査を嘱託され，1934 年には民衆娯楽調査
（35）　前掲『大原社会問題研究所三十年史』56 頁。
（36）　前掲「〈未公表資料〉民衆娯楽行脚　第貮編　『浅草』調査日誌―附倉敷女工趣味調査誌」101 頁。
（37）　厳密には，1924 年 9 月から一年間の海外留学時は高野が労働年鑑の編集を担当したが，1925 年 4 月 7 日より




















　1918 年の米騒動は，7 月 23 日から 9 月 13 日にかけて全国に広がり，38 市 153 町 177 村で示威・
暴動事件が記録されている（40）。この記録を「大正七年米騒動資料」として収集したのは，大原社会
問題研究所の研究員であった細川嘉六を中心とする多くのメンバーで，俗にこの資料群が「細川資







に伴う研究所運営のための総会（7 月 6 日大阪）でも，「米騒動の資料を集めること」が確認され
ている（42）。『三十年史』は，「本年度より資料室員は全国各地に出張し，米騒動に関する記録を写し，
また各種の資料を集める仕事を始めた」と記している（43）。具体的には，1926 年 6 月から，新聞や雑
（40）　井上清・渡部徹編『米騒動の研究』第 5 巻，1962 年，有斐閣，496-497 頁。もちろん，それ以前にも同様の
騒動は起きていたし，この後にも米価高騰をめぐる事件は起きたが，「米騒動資料」として収集されたのは，7 月
から 9 月にかけての事件であった。
（41）　「『米騒動』研究の先覚―片山潜の思い出」『アカハタ』1959 年 8 月 6 日，8 日号，片山潜生誕 100 年記念
（『細川嘉六著作集』第 1 巻，理論社，1973 年，390-394 頁）。片山は「大戦後における日本階級運動の批判的総観」
































この後，細川は，1933 年 3 月に治安維持法違反で拘引，起訴される。4 月 15 日東京における委員
会（森戸，大内，久留間，櫛田，権田，大林，高野）で，「起訴されたばあい休職その他適宜の処


















研究所が返還を求め，65 年 4 月に「米騒動資料」95 冊，16 綴が研究所の書庫に再び収められた。
さらに，95 冊の米騒動資料は修復時に分冊化され，現在 101 冊となっている。
　ところで，研究所には，2004 年に寄贈された広島県の米騒動に関する資料がある（49）。通し番号が











れ，それは「月島調査」の延長で実施された。1920 年 7 月に大阪で研究所開所式が挙行され，大
阪での活動が活発になってくる過程で，権田によれば，「大阪の若手」の「指導原理」と権田らの







第 1 巻，理論社，1973 年，365-389 頁）。
（48）　井上清・渡部徹編『米騒動の研究』全 5 巻，1959-1962 年，有斐閣。
（49）　吉田健二・小宮源次郎「広島県の米騒動に関する新史料：「不穏の文字の貼紙」5 枚」『大原社会問題研究所雑
誌』609，47-54 頁，2009 年。





































（52）　「資本家の深く立入る所でないと大原氏は語る」『東京朝日新聞』1922 年 12 月 25 日付。
（53）　前掲『大原社会問題研究所五十年史』140 頁。
